国民体育大会第３５回四国ブロック大会運営費補助金交付要綱
　（趣　旨）

第１条　公益財団法人高知県体育協会会長（以下｢会長｣という。）は、国民体育大会第３５回四国ブロック大会を開催する競技団体の大会運営に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付については、この要綱に定めるところによる。

　（補助対象経費等）

第２条　補助対象経費は、報償費・旅費・借損料・需用費・役務費とする。
　
（補助金の交付申請）

第3条 　この補助金の交付を受けようとする者（以下｢補助事業者｣という。）は、次の各号に掲げる関係書類を高知県体育協会会長（以下「会長」という）に提出するものとする。
（１）補助金交付申請書（第１号様式－１）
（２）事業計画書（第１号様式－２）

（３）収支予算書（第１号様式－３）

　（補助金交付決定）

第４条　会長は、前条の補助金交付申請があったときには、その内容を審査又は調査し、補助金を交付することが適当であると認めたときは、補助金の交付の決定をするものとする。
２　会長は、前項の場合において適正な交付を行うため必要があると認めるときは、補助金交付申請に係る事項につき修正を加えて、補助金の交付の決定をするものとする。
　（補助金交付の条件）

第５条　次の各号に掲げる事項は、補助金交付決定の条件とする。
（１）補助事業の内容又は、経費の配分(補助対象経費の２０％以内は除く。)を変更する　　場合は、事前に第２号様式による事業計画変更承認申請書を会長に提出して、その承認を受けること。

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、会長の承認を受けること。

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに会長に報告して、その指示を受けるべきこと。

２　会長は、前項に定めるもののほか、必要があると認めるときは、補助金の交付の目的を達成するために必要な条件を付するものとする。

　（決定通知）

第６条　会長は、補助金の交付の決定をした場合は、その決定の内容及びこれに付した条件を補助金交付決定通知書（第３号様式）により、申請した者に通知するものとする。
（補助事業の遂行）

第７条　補助事業者は、補助金の交付の目的及び交付決定の内容、並びにこれに付した条件に従い事業を遂行しなければならず、補助金を他の用途に使用してはならない。

　（実績報告書）

第８条　補助事業者が、補助事業を完了したときは、完了した日から３０日以内に会長に　　提出するものとする。
２　実績報告書には次に掲げる書類を添付しなければならない。

（１）実績報告書（第４号様式－１）

（２）事業報告書（第４号様式－２）

（３）収支決算書（第４号様式－３）

（４）領収書等証拠書類（第４号様式－４）

（５）四国ブロック大会成績送信表（第４号様式－５）

　
（補助金の額の確定等）

第９条　会長は、前条の規定による報告を受けた場合においては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金確定通知書（第５号様式）を補助事業者に通知するものとする。ただし、確定額が補助金の交付決定額と同額のときは、当該競技団体への通知を省略することができる。
　（補助金の請求等）

第１０条　会長が、補助金の交付の目的を達成するため必要があると認める場合は、概算払をすることができる。
２　概算払を受けようとする補助事業者は、補助金概算払請求書(第６号様式)を会長に提出しなければならない。
　（補助金の支払）　　　

第１１条　会長は、前条の規定による概算払請求書を受理した後に、補助金を支払うものとする。

　（補助金の交付決定の取消し）
第１２条　 会長は、補助事業者が別表１に掲げるいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。
２　会長は、補助事業者が補助金を他の用途へ使用し、その他補助事業に関して補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

３　前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるものとする。

４　第６条の規定は、第１項の規定による取消しをした場合について準用する。

　（補助金の返還）

第１３条　会長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。
２　会長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。

　（書類の保管等）

第１４条　補助事業者は、補助事業の収入、支出を明らかする帳簿及び証拠書類を整備し、補助事業の完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間保存すること。

附　則　この要綱は、平成２６年５月２１日から施行し、平成２６年度分の補助金について適用する。

別表１（第４条、第５条、第１２条関係）
	(1) 暴力団（高知県暴力団排除条例(平成22年高知県条例第36号。以下この項において「暴排条例」という。)第2条第1号に規定する暴力団をいう。以下この項において同じ。）又は暴力団員等（暴排条例第2条第3号に規定する暴力団員等をいう。以下この項において同じ。）であるとき。
(2) 暴排条例第18条又は第19条の規定に違反した事実があるとき。

(3) その役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含み、法人以外の団体にあっては、代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。以下この項において同じ。)が暴力団員等であるとき。
(4) 暴力団員等がその事業活動を支配しているとき。

(5) 暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用しているとき。

(6) 暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与しているとき。

(7) いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、物品その他財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与したとき。

(8) 業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる者であることを知りながら、これを利用したとき。

(9) その役員が、自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に損害を加えることを目的として、暴力団又は暴力団員等を利用したとき。

(10) その役員が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。




